
2024年 2月 6日 

  

「めいぎんポジティブインパクトファイナンス」の契約締結について 

～株式会社中央物産のサステナブル経営をサポート～ 

名古屋銀行（頭取 藤原 一朗）は、株式会社中央物産（代表取締役社長 三尾 泰一郎）と「めい

ぎんポジティブインパクトファイナンス」の契約を締結いたしましたのでお知らせします。 

当行は、今後もグループ一体となり、銀行の既存のビジネスモデルに捉われない持続可能な収

益機会の創出及び付加価値の高いサービスを提供し、さまざまなお客さまの経営課題解決を通じ

て地域社会とともに未来を創造してまいります。 

記 

1．契約締結日 2023年 10月 31日（火） 

2．融 資 金 額 200百万円 

3．モニタリング期間 5年 

4．資 金 使 途 事業資金 

5．PIF評価書 添付資料をご参照ください。 

※株式会社格付投資情報センター（R&I）のセカンドオピニオンは、下記URLをご参照ください。 

https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html 

 

6．株式会社中央物産の概要 

代 表 者 三尾 泰一郎 

本社所在地 岐阜県中津川市駒場 1666-3437 

業 種 蓄電池、断熱被覆銅パイプ、給水給湯用管工機材製造 

設 立 年 月 1954年 6月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：「めいぎんポジティブインパクトファイナンス」の取り扱い開始について 

https://www.meigin.com/release/files/20220111meigin_PIF.pdf 

以 上 

 

＜記念盾贈呈式の様子＞ 

株式会社中央物産 

代表取締役社長 三尾 泰一郎 氏 

株式会社名古屋銀行  

取締役 本店営業部長 舘 征彦 

株式会社名古屋銀行  

常務取締役 山本 克俊 

https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html
https://www.meigin.com/release/files/20220111meigin_PIF.pdf


 

 

  

ポジティブインパクトファイナンス評価書 

～株式会社中央物産～ 

2024 年 2 月 6 日 

株式会社名古屋銀行 

法人営業部 法人コンサルティンググループ 
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はじめに 

株式会社名古屋銀行は、株式会社中央物産に対し、めいぎんポジティブインパクトファイナンス（以

下、めいぎん PIF）を実行した。 

本件取組にあたって、株式会社名古屋銀行は国連環境計画金融イニシアティブ（以下、UNEP FI と

いう。）が策定した「ポジティブインパクト金融原則」及び、環境省が策定した「インパクトファイナ

ンスの基本的考え方」に則り、株式会社中央物産の企業活動における包括的なインパクトを分析し、充

実したサステナビリティ経営に向けた KPI を設定した。 

 

借入人概要 

借入企業 株式会社中央物産 

所在地 岐阜県中津川市駒場 1666-3437 

従業員 285 人（2023 年 3 月期末時点） 

売上高 18,031 百万円（2023 年 3 月期末時点） 

事業内容 蓄電池、断熱被覆銅パイプ、給水給湯用管工機材製造 

 

融資条件概要 

融資形態 証書貸付 

融資金額 200,000,000 円 

資金使途 運転資金 

融資・モニタリング期間 5 年 
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1. 企業情報 

①会社概要 

会社名 株式会社中央物産 

創業年月 1954年 6月 

資本金 98,000,000円 

代表者 代表取締役 三尾 泰一郎 

決算日 3月 31 日 

従業員数 285名 

本社・本社工場 

所在地 

岐阜県中津川市駒場 1666-3437 

化成品工場 岐阜県中津川市駒場 1666-772 

管材工場 岐阜県中津川市駒場 1666-767 

シート発泡工場 岐阜県中津川市駒場 1666-787 

押し出し発泡工場 岐阜県中津川市苗木 8-51 

海外拠点 【上海】 

・上海泰恵電器有限公司 

上海市閔行区浦江鎮立躍路 1738號 

・中物精密電器（上海）有限公司 

上海市浦東新区龍東大道 6101号 

・上海泰奉橡胶塑料有限公司 

上海市奉賢区奉城鎮南奉公路 502号 

【江蘇省】 

・常州新常阜空調器材有限公司 

江蘇省常州鐘楼経済開発区香樟路 65号 

・常州中積精密成型塑料有限公司 

江蘇省常州市鐘樓区経済開発区香樟路西段 

・常州泰阜塑化新材料有限公司 

江蘇省常州鐘楼経済開発区香樟路 65号 

【タイ】 

・CHUBUTSU(THAILAND)CO.,LTD. 

999 MOO.6 BAN DAN，ARANYAPRATHET，SAKEO, THAILAND 

【ベトナム】 

・CHUBUTSU VIETNAM CO., LTD 

DONG VAN3 INDUSTRIAL ZONE,TIEN NOI COMMUNE,DUY TIEN DIST., 
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②沿革 

年月 概要 

1954 年 6 月 先代 三尾三郎により「株式会社中央物産商会」を設立 

1954 年 6 月 三菱電機(株)中津川製作所と取引開始 

1964 年 4 月 ガラスウール、ウレタンフォーム等断熱材、クッション等生産開始 

1980 年 12 月 ウレタンフォーム粘着設備導入 

1985 年 6 月 社名を「株式会社中央物産」に変更 

1987 年 3 月 新本社工場完成 

1993 年 1 月 上海美霊中央空調有限公司 設立 

1993 年 12 月 常州常阜空調器材有限公司 設立 

1996 年 1 月 常州常阜橡塑製品有限公司 設立 

1997 年 8 月 上海泰恵電器有限公司 設立 

1998 年 11 月 給水・給湯用管工機材（ポリエチレン管に断熱被覆加工）生産開始 

2001 年 4 月 上海龍陽精密複合銅管有限公司 設立 

2004 年 4 月 常州泰阜塑化新材料有限公司 設立 

2004 年 5 月 中物精密電器（上海）有限公司 

2004 年 6 月 創立 50 周年 

2004 年 7 月 常州中積精密成型塑料有限公司 設立 

2004 年 8 月 化成品工場 9,900m2（3,000 坪）完成 

2004 年 9 月 上海泰奉橡塑料有限公司 設立 

2004 年 12 月 上海泰匯液晶顕示器件有限公司 設立 

2005 年 5 月 上海匯慶物業有限公司 設立 

2006 年 4 月 常州新空調器材有限公司 設立 

2007 年 6 月 資本金を 41,800 万円に増資 

2008 年 6 月 常州泰義精工有限公司 設立 

2009 年 6 月 創立 55 周年 

2012 年 6 月 合弁会社 18 社が清算・売却により 11 社となる 

2014 年 2 月 資本金を 9,800 万円に減資 

2014 年 6 月 創立 60 周年 

2016 年 6 月 中物タイランド 設立 
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2017 年 1 月 中物ベトナム 設立 

2020 年 10 月 三尾泰一郎 社長就任 

2021 年 3 月 健康経営優良法人認定 

2022 年 12 月 中津川 THE SOLAR BUDOKAN が「第 10 回グッドライフアワード『環境大臣

賞』」 受賞 

 

     

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本社 
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③組織図 
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当社は執行役員会の下、3 つの事業本部から成り立っており、経営・企画機能を集約した経営管理本

部、主要事業である空調配管製造を取りまとめる配管材事業本部、吸音材、結露防止剤等を開発、製品

化する化成品事業を中心としたケミカルプロダクツ事業本部から構成される。また、エネルギーソリュ

ーション事業部を立ち上げ、産業用蓄電池、EV 車充電器を開発、施工を開始。当社の未来ビジョンと

して今後大きな拡大を見込む。 

 

④企業方針・スローガン 

   

当社は、自社の経営理念を 3 つの方針、環境スローガン、活動スローガンとして規定している。企業方

針は、「1.お客様に満足いただける製品の提供」として顧客のニーズに合わせた製品づくりと高品質な製

品づくりを第一に掲げている。これは、当社が常に顧客のニーズを意識し、前述のエネルギーソリューシ

ョン事業部を立ち上げたことからも、この方針が反映されていることがわかる。 

「2.信用と和と進取の精神を重んじた経営の実践」は、企業の経営として顧客、従業員との信頼関係を

重んじることを基本としている。そして過去にとらわれず新しいことを実践するチャレンジ精神を経営

方針として掲げることで従業員の自由な発想が存分に発揮されることを意味している。実際に、当社は

従業員が積極的に経営参加したり、特徴的な福利厚生制度を設けたりするなど、会社のカラーがそのま

ま従業員のカラーとなっている。 

「3. 企業の社会的責任の全う」の社会的責任とは、ガバナンスの統制はもちろんではあるが、地域活

性化や雇用創成、従業員の幸福など多面的な責任を指している。当社は特に本社所在地である中津川を

情報の発信地として様々な活動を実施していることからも、自社の責任を製品の製造、提供に留まるこ

となく、「企業として何ができるか」という可能性を追求していることがわかる。 

 この 3 つの方針に則って、環境スローガン「自然と社会にやさしい会社」を掲げる。当社は快適な住

環境を持続する上で必要不可欠な化学製品の開発、製造、販売により社会活動への貢献を果たしてい

る。また、環境保全の可能性を拡大させるエネルギーソリューション事業部によって、自然と社会の両

方向へポジティブな企業活動を行っている。 
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 当社の最大の特徴ともいえる活動スローガンが「中津川から世界へ 世界から中津川へ」であり、

「グローバル・アイ（Global Eye）を持つ、グローカルカンパニー（Glocal Company）を目指して」

という言葉に凝縮されている。中津川を中心とし海外拠点を持つ当社は、地球規模の環境変化や、エネ

ルギー転換に対し、大きな視野を持って事業を拡大することに加え、その拡大した視野を地域に落とし

込み、ローカルのすばらしさと可能性を見出すことを最大の意義としている。当社の活動はまさに

Glocal Company を体系化している。 

 この 3 つの方針と 2 つのスローガンは、経営陣はもちろん、従業員一人一人の精神に根付いており、

後述の社内報においても当社で働くことの責任感とやりがいが随所にみられる。 
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2. 事業内容 

当社の事業は大きく 3 つのファクターから成り立っている。主にエアコンのパイプなど、冷暖房

設備や給湯設備に付随する銅管、チューブの製造を手掛ける配管材事業、家電向けの吸音材、結露

防止剤や自動車部品の一部に使われるパッキンなど、化学素材の特徴を日用品に活かす化成品事

業、新たな電気エネルギーの可能性を拡大する充電システム、蓄電池、太陽光発電設備を取扱うエ

ネルギーソリューション事業の 3 事業である。下記の図は、上記 3 事業が人々の生活においてどの

部分を支えているかを表したものであり、エアコン用パイプ緩衝材、床暖房パイプ、給湯・給水用

パイプが配管材事業、すきま風防止テープ、タイル目地材、自動車用パッキンが化成品事業、太陽

光発電システム、家庭用蓄電システムがエネルギーソリューション事業のテリトリーである。 

       

 

①配管材事業 

当社の現在の主要業種は配管材事業であり、前述の通り被覆銅管、発泡チューブ、ポリエチレン

パイプ、給水・給湯用保温パイプ、発泡シートなどを製造、販売する。家庭用の冷媒から大型ビル

ディング、商業施設などの冷媒まで幅広い製品に対応するべく様々な銅管、チューブを製造し業界

での地位を確立している。 

被覆銅管は、ペアコイルは 30m 巻き、シングルコイルは 20ｍ巻きがあり、配管の長さに合わせ

自由な調節が可能になっている。これは端材を防ぎ、効率よく施工することが可能であり、顧客の

コストダウンと廃棄物の削減にも寄与している。 

     

 

発泡チューブは、地球環境に配慮されたブタンガスを使用、国内最大の生産量を誇っている。発

泡チューブは 120 度の耐熱機能があり、前述の同線の内装に使用されるほか、建築用の緩衝材とし

ても多用途に用いられている。この発泡ポリエチレンチューブは、ポリエチレンシートと二重構造

被覆銅管ペアコイル 被覆銅管シングルコイル 被覆銅管 4m直管（大型用） 
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となって、ポリエチレンパイプに加工される。 

    

  

 また、空調等に使用されるもの以外として、架橋ポリエチレン管・金属強化ポリエチレン管に断熱

被覆加工を施し、断熱性、耐震性、耐寒耐熱性に優れた製品は給水、給湯用の保温パイプに使用され

る。 

          

 

②化成品事業 

 化成品事業では、家電や自動車、建築作業等に使用されるパッキンを手掛ける。防音、防振、結露

防止など様々な場面で使用されるパッキンやシール材は製造過程も確立されている。コーティング

部門ではウレタンフォームなどの原反スライスから粘着加工をしており、プロセッシング部門で裁

断、プレス加工を施す。自社内での一貫生産が可能となっており、納期の迅速さと用途に応じた多様

な形状の生産も可能となっている。 

 建築用のパッキン及びシール材は緩衝・防振の両面において優れた性能を発揮し、自動車用に使用

されるパッキン及びシール材は高い安全性が求められる分野で、確かな基準と精度が確立された品

質となっている。家電用のパッキン及びシール材は用途が多く、形状も細部まで異なるため当社の技

術力と一貫生産機能が存分に発揮されている。 

      

 

 

③エネルギーソリューション事業 

 上記の配管材事業、化成品事業は当社の売上の大部分を担う事業であり、過去から未来へ向けても

当社の主要事業であることは変わらない一方で、当社はそれらに加えてエネルギーソリューション

事業を立ち上げた。背景として、蓄電池市場は SDGs, CO2 削減,カーボンニュートラル,エネルギー

自給自足などの課題が山積している中で今後のニーズと市場拡大が見込めると判断した為である。

ポリエチレン発泡チューブ ポリエチレンパイプ 

給水・給湯用保温パイプ 

建築用パッキン及びシール 自動車用パッキン及びシール 家電用パッキン及びシール 
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この考えは、自社の発展に加え地球環境と顧客ニーズを第一に考える、当社の企業方針やスローガン

にあるとおりである。 

 当社は 2010 年から産業用蓄電池の開発に取り組んできたが、太陽光発電が大きな市場と話題性を

独占しており、大きな事業に成長することは困難であった。しかし、当社は電気エネルギーの活用、

地球環境の維持という観点からこの事業の重要性を認識しており、共同出資というかたちで株式会

社エネマンを 2015 年に設立し、製品化の開発を継続してきた。共同出資の比率は 43.75％と当社が

最も多く、当資材調達、一部製造支援、品質管理技術・フィジカル部門開発、V2H 開発を担ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 株式会社エネマンとして、2022 年だけで全国 33 カ所トータル、5,900kWh の販売実績を残して

おり、さらに発注は増加傾向にある。この蓄電池部門の拡大が当社の未来ビジョンの大きなファクタ

ーとなっている。 

     

 

これらを背景に、当社は株式会社エネマンの活動を通じて様々な蓄電池の製造を手掛けており、

2023 年、エネルギーソリューション事業部の立ち上げに至っている。 

 エネルギーソリューション事業では、蓄電池事業を産業用蓄電池部門、V2H + Sub Battery 部門、

EV/PHV 用課金型充電器部門の 3 セクションで構成し、それぞれに 20 億円、10 億円、1 億円とい

う売上規模を 5 か年計画で目論んでいる。 

 産業用蓄電池は太陽光発電で発電した電力を受変電設備から蓄電池に充電する。電力ピークが発

産業用蓄電池の販売実績（2017 年～2022 年） 
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生した場合には、蓄電池から受変電設備に放電を開始し電力ピークを下げることが可能である。 

          

 

 

また、デマンドコントロール機能により、空調機などの負荷をコントロールすることができ、施設内

の環境を最適化、電気料金の低減を実現する。更に最大デマンドを設定することで Eneman Management 

Control（EMC）により常時電力使用状況を監視し自動で蓄電池出力をコントロールする電力最大使用ピ

ーク時に強制放電する。下記のイメージの通り、使用電力量を下げると同時に、最大使用電力量＝「最

大デマンド」を制御することにより電気料金の大幅な削減が可能になっている。 

     

 

当社の産業用蓄電池はその蓄電量の大きさから、災害や停電用のバックアップ電源としてＢＣＰ対

策としても存分に機能を発揮する。太陽光だけでなく風力発電など様々な発電機関に対応が可能であ

る。 

当社の産業用蓄電池と仕組み 

デマンドシステムのイメージ 
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V2H + Sub Battery 部門の V2H とは、「クルマ（Vehicle）から家（Home）へ」をコンセプトとし

て、電気自動車に蓄えられた電力を、家庭用に有効活用できるパワーコンディショナーシステムであ

る。太陽光で発電された電力も充電でき、EV カー、PHV のバッテリーを活用して住宅全体の電力を

賄うことができる。EV カー、PHV の拡大とともに、今後更なる市場拡大を見込むことが出来る分野

である。 

         

 

 EV/PHV 用課金型充電器は韓国で既に多く導入されている課金することで充電を可能にするスタ

ンドであり、当社の蓄電池ノウハウを発揮することが可能な分野である。様々な決済サービスと提携

することで利便性を高め、国内の日常における充電設備の充実につなげる方針である。 

 これらのエネルギーソリューション事業が手掛ける分野は当社として既存の事業にとらわれるこ

となく、顧客のニーズと企業の存在意義拡大の為のチャレンジである。既存の事業で培ってきた技術

力や商品開発力、これまでの業歴に裏打ちされた信用力が、このチャレンジに大きな信頼を与え、可

能性を広げている。 

 当社はこの事業を日本内外の企業と提携し、グローバルな視野で開発、販売を実施し、日本のロー

カルな地域においても電力普及を充実させる。この取組が省エネルギーによる地球環境の保護とい

う最もグローバルな課題解決へとつながることを確信し、事業展開を行っている。 

 

 

産業用蓄電池によるバックアップシステム 

V2H の活用イメージ 
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④海外拠点 

 当社は、国内工場に加え、４拠点（上海市、江蘇省、タイ、ベトナム）の海外法人を所有している。

現地での生産能力、加工技術も非常に高く、各拠点で地域性を活かして当社の製品を販売している。 

 上海市には上海泰恵電器有限公司、中物精密電器（上海）有限公司、上海泰奉橡胶塑料有限公司が

ある。上海泰恵電器有限公司はプレス加工から表面処理、最終製品までの組立を行える会社で、材料

はステンレス・鉄・アルミ、木工など多岐にわたり、空気・水・切り粉の処理施設を構えた環境を重

視した工場となっており、電熱線を利用した焼肉ロースターを独自開発し、中国国内日本式焼肉店に

導入を行っている。 

中物精密電器（上海）有限公司は日系家電メーカーに対して高品質の電子基板アッセンブリを提供

する。自立ブランドの電動アシスタント自転車駆動ユニットを開発し、日本・韓国・欧米の電動自転

車メーカーが利用している。従業員は 500 人を超えており、最大規模の拠点となっている。 

上海泰奉橡胶塑料有限公司はブチルゴムの製造を行う。前述の防振用や消音用に使用される製品

で、素材の配合から練り、押し出しシート成型、抜き、アルミシート張りなどの加工を行っている。 

     

 

 江蘇省には常州新常阜空調器材有限公司、常州中積精密成型塑料有限公司、常州泰阜塑化新材料有限

公司がある。常州新常阜空調器材有限公司は、PE 材を素材として、粘着、裁断、プレス打ち抜きによ

る一貫生産が可能であり、エアコンの消音材、防振材を製造し、華東地区の日系エアコンメーカーと多

くの取引を行ってきた。 

 常州中積精密成型塑料有限公司は樹脂加工をベースとした軽量、剛性のボードの製造・販売を行って

おり、自動車用としてトランク、フロアなどの軽量かつ強度の必要な場所に使用される。販売先は中

国・日本・アジア各国・メキシコと多岐にわたる。 

常州泰阜塑化新材料有限公司は最新式横型発泡ラインと共に漉き割り機、積層ラミネート機を所有

し、幅広い発泡肉厚に対応する事が可能となっている。 

     

 

タイには CHUBUTSU(THAILAND)CO.,LTD.を構え、三菱電機株式会社等の大手電機メーカーを

主要先としており、ポリエチレン発泡体、防振用ブチルゴム、その他にも家電（エアコン）及び自動車

製造されるロースター 中物精密電器（上海）の工場 上海泰奉橡胶塑の倉庫 

常州新常阜空調器材の外観 常州中積精密成型塑料の従業員 常州泰阜塑化新材料の導入設備 



   

15 

向け部材を取扱う。 

           

 

ベトナムには CHUBUTSU VIETNAM CO., LTD を展開し、ダイキンやパナソニックの現地法人と

取引を実施、世界各国に被覆銅管を販売している。 

           

 

 当社は上記の拠点からより効率的な物流方法により自社の製品を販売している。また、現地での雇用

創成にも大きく寄与しており、グローバルな経済活性化に貢献しているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CHUBUTSU(THAILAND)CO.,LTD. 

CHUBUTSU(VIETNAM)CO.,LTD. 
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3. その他の活動・ＣＳＲ活動 

①Solar Budokan の主催 

当社の主要事業以外の取組において最も特筆すべき活動に「中津川 Solor Budokan」というライ

ブイベントの主催者の一員として活動していることがあげられる。このイベントは、を 2013 年より

岐阜県中津川市にて開催しており 2023 年 9 月 23、24 日の開催で 10 周年を迎えた一大イベントで

ある。参加者は約 3 万人にも上り、毎年様々な地域から参加者が訪れている。当社はこのイベント

において太陽光パネルや蓄電池の準備、設置、従業員のスタッフ参加、当日のイベント運営と広域な

分野でイベントの中心となって企画、実行をしている。 

        

 

このイベントは太陽光発電・蓄電池・バイオディーゼル発電で運営することが特徴的で、来場者に

音楽の素晴らしさと共に環境提案を広く認識してもらうことをテーマとしている。そして、誰もがそ

れに貢献できるという可能性と実際のプログラムで参加者は今まで環境に興味を持っていなかった

人も含めて、環境のことを考えるきっかけとなっている。2 日間で使用する電力は、前述の通りすべ

てソーラーパワーを中心に再生可能エネルギーのみを使って運営される。また、音響・楽器などは、

当社が手掛ける蓄電池に事前に太陽光で発電された電力を充電し、満充電の状態から使用する。蓄電

池は単に放電するだけではなく、使って減った分の電力は、同時に会場内に設置されたソーラーパネ

ルで発電された電力を補充していくという循環システムとなっている。 

     

 

 

スタッフは地域ボランティアによる実行委員会で運営しており、地域経済への波及効果も高く、コ

ロナ禍においても感染防止対策を徹底し、その歴史を紡いできた。 

2023 年開催の様子 

会場設置の太陽光パネル 会場設置の蓄電池 
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イベントの知名度が広がるにつれ、規模も参加者も大きくなっており、演奏するアーティストもジ

ャンルが様々で多様性を大きく反映している。 

   

  

  Solor Budokan では施設内で子ども用イベントも開催したり、健康を考える参加型のイベントも

企画、開催したりしている。これは家族全員や若い世代から幅広い世代が参加することが出来るイベ

ントとなっており、若い世代とともに地球環境のことを考えるきっかけとなり、年代や性別に捉われ

ることなくイベントを共に作っていくという思いも込められている。 

     

 

また、様々な企業・団体、ボランティアと共に、環境に負荷をかけないフェス運営の継続を目指し

て、会場内のゴミ清掃活動、ゴミの分別、ゴミのリサイクル、トイレの消臭、トイレの清掃を来場者

とともに実施する意識づけも行っている。電力以外でも繊維のサーキュラーエコノミーとして来場

者から古着を回収し再利用するプロジェクトも実施している。また、リユースカップを販売すること

で、参加者にものを大切にし、廃棄物を減らす意識も持ってもらうような配慮がある。 

2023 年出演アーティスト 

こどもソーラー武道館の様子

う 
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   このイベントは当社のエネルギーソリューション事業とも大きくリンクしており、持続可能な社

会実現へ向けた他社に類を見ない有意義な取組である。中津川というローカルな地域で、グローバ

ルなテーマを分かち合って考えることが出来る点において、当社のスローガンを実体化したイベン

トであり、この取組は参加した来場者、アーティスト、メディアを通して知る人々に強いメッセージ

を伝えることができ、地域社会貢献と環境保護、多様性の享受の観点から貢献度は非常に大きい。こ

の活動が評価され、2022年には環境省が主催する「第 10回グッドライフアワード」において「環境

大臣賞」を受賞している。 

                

イベントのごみ分別と処理案内 

古着の再生イベント リユースカップ 

環境大臣賞 表彰状 
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②従業員への取組 

 当社は企業方針でも掲げた通り、従業員への福利厚生や様々な手当も充実しており、当社で働く人

すべてが活き活きとするような取組を実施している。PHV、EVカーを購入する場合、国からの購入補

助に加え、その半額を会社が上乗せで補助する制度により、環境スローガン「自然と社会にやさしい

会社」を体現している。子育て支援においても配偶者手当、子ども手当を充実させ、子どもの成長と

ともに学資手当も支給している。 

さらに健康経営にも重点を置き、健康経営優良法人認定を取得している。当社は企業としての健康

経営だけでなく、メンタルヘルスセミナーや、足つぼや指圧の体験など従業員が参加できる取組も実

施することで、健康意識醸成を従業員目線で実践している。 

            

 

 また、社内活動として社員旅行や社内部活動を取り入れ、余暇の充実や社員の結びつきを強めてい

る。これらの取組の一環として地域の催事である中津川おいでん祭りにも積極的に参加することで

地域振興にも貢献している。 

       

 

健康経営認定と従業員参加の健康イベント 

授賞式の様子 

社員旅行の様子 
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③社内報「Chubutsu Glocal Times」 

 当社は、これらの取組やイベントの報告、従業員の紹介を社内報「Chubutsu Glocal Times」

を発行することで、周知している。この社内報により、従業員はお互いの理解を深め合い、当社の経

営方針を共有することが可能となっている。 

社内報は毎月発行されており、海外拠点の様子や、上記のような部活動紹介、当社が所有し運営す

る「中物ファーム」で栽培した野菜の調理写真など様々な情報が掲載されている。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体イベントへの参加 

Chubutsu Glocal Times 
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4. インパクトの特定 

①インパクトマッピングによるインパクト分布 

名古屋銀行は事業性評価におけるビジネスモデル（非開示）により株式会社中央物産の主要、関連業

種を特定し、UNEP FI が推奨するインパクトマッピングからポジティブインパクト及びネガティブイ

ンパクトの分布を調査した。株式会社中央物産の業種カテゴリは多岐に渡る為、分布図は主要業種の掲

載に限定する。 

分布図中の「★★」は重要な影響があるカテゴリ、「★」は影響があるカテゴリを示す。株式会社中

央物産の事業活動については「★★」「★」の影響をすべて検討する。川上・川下の事業活動について

は株式会社中央物産が直接関与できないため次の事項を検討する。ポジティブ面では川上・川下の事業

でポジティブな影響の促進やネガティブな影響の緩和に株式会社中央物産の事業が貢献できることが

ないか検討する。ネガティブ面では川上・川下の事業において重要な影響があるか影響が及ぶ地域での

対応のニーズが強いカテゴリについて、取引関係の管理などを通じて緩和に貢献できるか検討する。 

分析の対象となる事業活動がインパクトマッピングの業種分類に含まれる特定の事業の場合、当該

事業とは無関係なインパクトカテゴリについては検討しない。 

「雇用」に関しては多くの事業においてポジティブ・ネガティブの両面の影響がある。全社的な人事

戦略・雇用管理などの横断的な対応について別途検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

22 

②インパクト分布図（掲載は主要業種のみ） 

・川上の事業 

 

 当社は取り扱う部品は化学製品が大部分を占める為、川上の事業においては主に基礎化学品製造、プ

ラスチック及び合成ゴム素材製造業を抽出した。また、蓄電池及び付随システムにおいて使用される電

子部品や、基盤についても川上の事業として検証する。 

 全体として環境面にネガティブインパクトが散見される一方で、電子機器関連の分野において住居や

健康・衛生、情報にポジティブインパクトが見られる。これらは、家電等の一般生活に使用される電子機

器の充実により、人々の住居空間の向上、それに伴う健康状態の維持、衛生面の管理が可能となる。また、

情報機器においても高性能な電子情報機器の開発により、インフラとして広範囲の地域において同時に

情報入手が可能となることや、速度が速まることが期待されることによるものである。 

 当社から川上の事業に対して能動的なアクションを起こすことは現実的ではないが、当社としての KPI

にはこれらのインパクトを拡大、緩和するものを取入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

水（入手）

食料

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と生態系サービス

資源効率・安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

★

★

★

★★

★

★

★★

★

2030

人造繊維製造業

Positive Negative

ポジティブ ネガティブ

★ ★

★★

★

2013

プラスチック及び合成ゴ

ム素材製造業

Positive Negative

ポジティブ ネガティブ

★ ★

川上の事業

★

★

★

★★

★★

★

★★

★ ★

★★

ポジティブ ネガティブ

基礎化学品製造業

2011

Positive Negative

インパクトカテゴリ

2211 2610 2630 2710

ゴムタイヤ及びチューブ

製造業並びにゴムタイヤ

再生業

電子部品及び基板製造業 通信装置製造業

電動機、発電機、変圧

器、配電及び制御装置製

造業

Positive Negative Positive Negative Positive Negative Positive Negative

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ

★

★ ★ ★

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

★★

★

★ ★★

★★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★

★

★

★★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★

★★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★
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・当社の事業 

 

 当社の主要業種である空調設備、自動車、電気製品に使用される化学部品の加工、製造に加え、エネル

ギーソリューション事業において展開する蓄電池製造に関連する業種においてインパクトを検証する。

包括的で健全な経済、移動手段、雇用にポジティブインパクトが見られる。当社は産業用蓄電池や前述の

V2Hシステムなどの製品開発において海外や国内大手メーカーと連携し、他社製品の付加価値向上にも貢

献している。サプライチェーン全体で市場により良い製品を供給することに寄与し、包括的で健全な経

済の面でポジティブなインパクトをもたらしている。また、当社は「中津川から世界へ 世界から中津川

へ」を活動スローガンとして設立以来 70年近く中津川を拠点として事業を行い、福利厚生を充実させて

地元の雇用創出に寄与している。 

 特に水道管などの配管・暖房・空調設備工事業ではインフラの整備に必要なパイプを製造し、人々への

安定した水源の共有に寄与している。これにより水（入手）、住居、健康・衛生の面でポジティブなイン

パクトをもたらしている。また、電動機、発電機、変圧器、配電及び制御装置製造業、電池及び蓄電池製

造業においてはエネルギーのカテゴリでポジティブなインパクトをもたらしている。当社は蓄電池を含

めたエネルギーソリューション事業に注力していく未来ビジョンを描いている為、このカテゴリにおい

て KPIを設定する。 

 また、自動車部品の製造も手掛ける為、ゴムタイヤ及びチューブ製造業並びにゴムタイヤ再生業、自動

車部品及び付属品製造業においては、移動手段の面でポジティブなインパクトをもたらしている。 

 水（質）、気候、廃棄物などのカテゴリではネガティブなインパクトが想定される。当社のような化学

製品や機械部品製造業において、ポリエチレン等の化学素材を使用した製品開発・製造の過程で発生す

る汚水による水質の変化の恐れや、化成品の燃焼やプラスチックの熱加工等による CO2 発生に伴う気候

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

水（入手）

食料

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と生態系サービス

資源効率・安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

★

★

★★

★

★★

★

★★

★

2211

ゴムタイヤ及びチュー

ブ製造業並びにゴムタ

イヤ再生業

Positive Negative

ポジティブ ネガティブ

★

★ ★

★

★★

★ ★ ★ ★★

★★ ★ ★ ★ ★

★★ ★ ★ ★

★★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★ ★

★

★ ★

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

★★ ★★

★ ★★ ★

★★

Positive Negative

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ

★★

★

★

★

2219 2710 2720 2930 4322

その他のゴム製品製造

業

電動機、発電機、変圧

器、配電及び制御装置

製造業

電池及び蓄電池製造業
自動車部品及び付属品

製造業

配管・暖房・空調設備

工事業

Positive Negative Positive Negative Positive Negative Positive Negative

★

★

★

4663

建築材料、金物類及び

配管・暖房設備器具卸

売業

Positive Negative

ポジティブ ネガティブ

★

★

★ ★

同社事業

★ ★ ★ ★

★

★

★

★ ★ ★★

★

★

★ ★ ★★ ★

ポジティブ ネガティブ

他に分類されないその

他の化学製品製造業

2029

Positive Negative

インパクトカテゴリ
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への悪影響、製品製造過程における化成品や製品切削過程における端材など、廃棄物の発生が考えられ

る。特に当社の事業においては、カーボンニュートラルへ向けた温暖化対策、廃棄物の削減が至上命題と

なっている。気候、廃棄物のネガティブインパクトについては、当社のエネルギーソリューション事業に

おける蓄電池の普及による CO2 排出量の削減、気候変動要因の低減や、Solar Budokan の主催する取組

による使い捨てのコップ削減等の廃棄物削減の効果を見込み、KPI を設定することで緩和を図る。 
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・川下の事業 

 

 川下の事業は大手自動車メーカーや家電製品メーカー等である為、当社による能動的な施策やインパ

クトの拡大・縮小は困難であるが、当社の事業と重複するカテゴリでポジティブ及びネガティブなイン

パクトが見られる為、当社自身の課題として KPI を設定し、ネガティブなインパクトについては緩和を

図る。また、当社の加工、製造する配管材製品は配管の長さに合わせ自由な調節が可能なことで端材を減

らし、廃棄物の削減に貢献することが可能であり、化成品事業では断熱、防音、省エネの効果を発揮する

製品がある為、川下の企業に対しても大きな効果が反映されることとなる。 

 当社は引き続き配管材事業及び化成品事業においても更なる好循環となるよう品質の改良や製品の加

工技術を磨くことに注力していく。 

 

 尚、特に重要なインパクトカテゴリと対応するＳＤＧｓのゴールは、下記の通りである。 

※対応するＳＤＧｓのゴール 

    

    

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

水（入手）

食料

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と生態系サービス

資源効率・安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

川下の事業

★ ★

★ ★ ★

★

★ ★ ★ ★ ★★★

★ ★ ★★

★★ ★★ ★★ ★ ★

★

★ ★ ★

★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★★ ★

★

★

★★ ★★★

★★ ★ ★

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★★★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

★ ★★ ★ ★

★★ ★★

★ ★★

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブネガティブポジティブ ネガティブ ポジティブ

★★

Positive Negative Positive Negative Positive Positive

その他の家庭用品卸売

業

Negative Positive

4510 4649

電動機、発電機、変圧

器、配電及び制御装置

製造業

その他のポンプ、圧縮

機、タップ及び弁製造

業

建築工事業
配管・暖房・空調設備

工事業
自動車製造業 蒸気及び空調供給業

4100 43222910 3530 43292710 2813

Negative

インパクトカテゴリ
その他の建造物設備設

置工事業
自動車販売業

Negative

★★

Positive Negative Positive Negative

★ ★

★ ★

★

★ ★

★

Positive Negative Positive Negative

★

★★ ★

ネガティブ

★★

★ ★

★ ★

★★ ★

★ ★

★
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③国内のインパクトニーズ 

 環境省が策定した「インパクトファイナンスの基本的考え方」における国内のインパクトニーズは下

記の図によって表される。特に取り組むべき SDGs を赤色、取り組むべきであるが不十分な SDGs を

黄色、その他を緑色としているものである。 

名古屋銀行が特定した株式会社中央物産のインパクトと対応する SDGs のゴール「3、6、7、8、9、11、

12、13、14、15」に対して、全て赤色もしくは黄色のゴールに該当するものとなっており、国内のイン

パクトニーズとの整合的である。  

 

 

④海外のインパクトニーズ 

株式会社中央物産で売上の大きな割合を占めるのが化学製品の製造、加工事業である。当社の海外イン

パクトニーズを分析するにあたっては、事業拠点がある中国、ベトナム、タイに加え、商取引のあるメキ

シコについて整合性を分析する。当社は、これらの国々においても新素材の販売や製造を視野に入れて

おり、その取組によって SDGｓでも重要視される気候変動対策への効果が期待できる。下記に示したのは、

上記国々の SDGｓインデックス＆ダッシュボード 2021 を参照したものである。緑で配色されたゴール以

外は、色が薄い順に「課題がある」、「重要な課題がある」、「多大な課題がある」となっている。 

特定したインパクトに対応する SDGｓのゴールは、それぞれの国々においても重要度が高いことが確認

出来る。 
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※各国のインパクトニーズ 
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5. 測定するＫＰＩ 

①環境配慮型製品の開発・普及（ポジティブ拡大） 

項目 内容 

インパクトの種類 
社会面でポジティブインパクトを拡大 

環境面でポジティブインパクトを拡大 

インパクトカテゴリ 「住居」、「エネルギー」、「大気」、「気候」 

関連するＳＤＧｓ 

 

対応方針 
新素材の製品開発 

エネルギーソリューション事業部の発展に伴う産業用・家庭用の蓄電池の普及 
 

ＫＰＩ 

・2026 年度決算までに配管材事業部においてバイオマス原料を用いた“環境配慮型

発泡体（耐熱性や緩衝性を有するチューブやシートなどに用いる素材）”の販売を

開始する。 

・2027 年度決算までに蓄電池事業の売上高において、産業用蓄電池部門 20 億円

（2022 年度 5.48 億円）、電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド車（PHV）

を活用した家庭用蓄電システム V2H + Sub Battery10 億円、EV/PHV 用課金型充

電器部門 1 億円を達成する 

 

②従業員のクオリティーオブライフの向上（ポジティブ拡大） 

項目 内容 

インパクトの種類 
社会面でポジティブインパクトを拡大 

社会面でネガティブインパクトを縮小 
 

インパクトカテゴリ 「雇用」 

関連するＳＤＧｓ 

 

対応方針 働くモチベーション向上、従業員の福利厚生・労働環境の充実 

ＫＰＩ 

・健康経営優良法人認定を継続して取得する 

・育児休暇取得率（二人目以降も）を男女ともに 100％を目指す 

・Chubutsu Glocal Times（社内報）を隔月発行し、従業員の相互理解を深める 
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③地域社会の発展への貢献活動（ポジティブ拡大） 

項目 内容 

インパクトの種類 
社会面でポジティブインパクトを拡大 

環境面でネガティブインパクトを縮小 

インパクトカテゴリ 「エネルギー」「気候」 

関連するＳＤＧｓ 

 
 

対応方針 地域との関わりを尊重、地域振興活動の実施 

ＫＰＩ 

・中津川おいでん祭りへの継続参加及び自治体との連携を重視したイベントに積極

的に取り組む 

・ライブイベント「中津川 Solar Budokan」を主催者の一員として毎年開催する 

・毎年の中津川 Solar Budokan において使用する電力を太陽光パネル及び蓄電池に

より創出し、電力創出量を公開する 
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6. インパクトの管理体制 

 株式会社中央物産は三尾社長を中心としてサステナビリティ経営充実の為の施策を各事業部及び経営

管理本部が連携してＳＤＧｓの施策を検討・実施・検証する体制が整っている。 

 めいぎん PIFにおけるインパクトについては、三尾社長と経営管理本部が中心となり、管理・達成へ向

けた施策を実施する。 

      インパクト管理者 

最高責任者 代表取締役 三尾 泰一郎 

管理部署 経営管理本部 

 

7. モニタリング方法 

株式会社中央物産に対するめいぎん PIF のモニタリングは、インパクト管理者と名古屋銀行の担当者

（法人営業部サステナビリティ推進担当及び営業店担当者）により年 1回以上の協議を通して実施する。

年 1回以上の協議は、下記のプロセスで行われる。 

 

項目 内容 

1.内容報告・実績開示 設定した KPIの達成度を確認する。 

2.検証・精査 達成度について開示された情報を名古屋銀行が確認する。 

3.修正の検討 達成度・進捗度を検証し KPIの修正を検討する。 

4.追加の検討 形骸化を防ぐ為、KPIの追加や削除を検討する。 

名古屋銀行は上記のプロセスにおいて、自行のサポート及びアドバイスを実施する。また、モニタリン

グ実施状況については、株式会社格付投資情報センターに対し、包括的な年次レビューを受ける。 

 

8. 総括 

 株式会社中央物産の事業内容及びインパクト調査の結果、手がける事業それぞれにポジティブ及びネ

ガティブな影響を確認した。株式会社中央物産が KPI 達成を目指すことで社内、地域社会及び地球環境

全体への大きな貢献が想定され、UNEP FI の「ポジティブインパクト金融原則」、ＥＳＧ及びＳＤＧｓ

の観点からも十分な適合性を確認した。 


